　　　越前市伝統的民家普及促進事業補助金交付要綱

　（目的）

第１条　この要綱は、越前市伝統的民家普及促進事業補助金（以下「補助金」という。）を予算の範囲内において交付することにより、伝統的民家のある景観を保存し、地域づくり及び景観づくりを普及促進することを目的とする。

　（定義）

第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

　(1) 伝統的民家　次のア又はイに掲げる民家をいう。

　　ア　別表第１に規定する基準を満たす民家

　　イ　福井県知事が伝統的民家と認めた民家

　(2) 新築等　伝統的民家の新築及び建売住宅（新たに建設された住宅で、居住の用に供されたことのない住宅に限る。）の購入を行うことをいう。

　(3) 修景　道路等の公共空間から望見することができる部分を地域の景観に調和させるために別表第２に規定する基準を満たす修繕、模様替え又は色彩の変更等（門又は塀の新設を含む。）を行うことをいう。
　(4) 県産材　福井県内で伐採された原木を福井県内で加工した木材をいう。

　(5) 推進地区　福井県伝統的民家の保存および活用の推進に関する条例（平成１８年福井県条例第２５号）第１０条第１項に規定する伝統的民家群保存活用推進地区をいう。

　(6) 景観形成地区　越前市景観条例(平成２１年越前市条例第１２号)第１０条第１項の規定により市長が指定した地区をいう。
　(7) 指定地区景観形成基準　越前市景観条例第１１条第１項の規定により市長が定める基準をいう。
　(8) 一般建築物　伝統的民家以外の建築物等をいう。

　（補助対象区域）

第３条　この事業の対象とする区域は、推進地区とする。
　（補助対象事業）
第４条　この事業の対象は、福井の伝統的民家活用推進事業補助金交付要領（平成１７年福井県施行）の規定に該当するものであって、次の各号に掲げる要件のいずれかに該当するものとする。ただし、国又は地方公共団体の実施する他の補助金等の事業対象と重複しないものに限る。
　(1) 伝統的民家等の所有者等が行う事業であって、次のいずれかに該当するもの
ア　自ら居住する目的で行う伝統的民家（使用する木材の体積の５０％以上又は２０㎥以上県産材を使用したものに限る。）の新築等のうち外装の仕上げ工事等
イ　伝統的民家の外観を改修する工事
ウ　伝統的民家に附属する土蔵、門及び塀を地域の景観と調和するように改修する工事
エ　伝統的民家に附属しない土蔵、門及び塀を地域の景観と調和するように改修する工事
(2) 景観形成地区に指定されている推進地区にて景観街づくりを推進する団体から推薦を受けて所有者等が行う指定地区景観形成基準を満たした一般建築物の修景工事（部分的な修景工事を行う場合は、施設全体の景観が基準に合わないものを除く。）
　(3) 集落、自治会及び民間非営利組織が行う活動並びに推進地区に指定された年度の翌年度及び翌々年度（市長が必要と認める場合は、推進地区に指定された年度及びその翌年度）における集落又は街並み景観の保全又は活用に資する活動であって、次のいずれかに該当する活動（新規の活動又はその内容を拡充して実施する既存の活動であって、補助事業終了後も、継続して実施することが見込まれるものに限る。）
ア　街並みを生かした花植え、夜間景観の演出、集落内を流れる水路の復元等の実践活動（経常的な維持管理を除く。）
イ　景観、街並み、地域づくり活動等の広報
ウ　アのための勉強会等の開催
エ　その他市長が認める活動
２　前項の規定にかかわらず、補助事業者が第７条に規定する申込書を提出する時点において市税を滞納している場合は、補助金の交付の対象としないものとする。
　（補助対象経費及び補助金の限度額等）
第５条　補助金の対象となる経費及び補助金の限度額等は、次の各号に定めるとおりとする。ただし、補助金の額に１，０００円未満の端数が出たときは、これを切り捨てるものとする。
　(1) 前条第１項第１号又は第２号に規定する事業に該当する補助対象事業については、次の表にそれぞれ掲げるとおりとする。ただし、同一敷地内に係る補助金は、同一の敷地内に複数の事業がある場合の補助金額及び申請年度以前に交付された補助金の交付額も含め、１５０万円を超えることはできない。
	補助対象事業
	補助対象経費
	補助対象地区
補助率
	補助金の
限度額

	前条第1項第1号アに規定するもの
	外装の仕上げ工事費等
	1／2
	1戸当たり
100万円

	前条第1項第1号イに規定するもの
	外観の改修工事費
	1／2
	1戸当たり
100万円

	前条第1項第1号ウに規定するもの
	土蔵の外観の改修工事費
	1／2
	1棟当たり
100万円

	
	門及び塀の改修工事費
	1／2
	1敷地当たり
50万円

	前条第1項第1号エに規定するもの

	土蔵の外観の改修工事費
	1／2
	1棟当たり
100万円

	
	門及び塀の改修工事費
	1／2
	1敷地当たり
50万円

	前条第1項第２号に規定するもの
	修景工事費
	1／2
	1戸当たり
100万円


　(2) 前条第１項第３号に規定する事業に該当する補助対象事業については、その実施に要する初期費用のうち、次のいずれかに該当する額とする。ただし、各年度につき１地区当たり２０万円を上限とする。
　ア　材料費（市内に主たる営業所又は従たる営業所を有する者から購入したものに係るものに限る。）、リース料又はその他事業の実施に必要であると市長が認める経費
　イ　専門家の招へいに係る旅費及び報償費
　ウ　前ア及びイの規定にかかわらず、飲食費及び経常的な維持管理に係る経費、当該事業での使用頻度が低く当該事業目的以外での使用が主に見込まれるもの及び市からの貸出しにより対応可能なものに係る経費は補助対象としない。

　（工事施工者）

第６条　第４条第１項の規定にかかわらず、当該補助対象事業に係る工事（以下「対象工事」という。）等を行う施工者が越前市内に主たる営業所又は従たる営業所を有しなければ、市長は、補助金の交付を行わない。ただし、申込者が工事施工者となる場合を除く。

２　対象工事施工者は、対象工事の一部を下請に付する場合は、当該工事を行う者を越前市内に営業所を有する者の中から選定するよう努めるものとする。

　（申込書の審査）

第７条　第４条第１項又は第２号に掲げる事業に係る補助金の交付を受けようとする者は、工事の請負契約を締結する前に越前市伝統的民家普及促進事業補助金申込書（様式第１号）に次に掲げる書類を添付し、市長に提出しなければならない。

　(1) 各階平面図

　(2) 立面図

　(3) 対象工事詳細図等（市長が必要と認める場合に限る。）

　(4) 外装仕上げ表（立面図に外装仕上げを記入した場合は、省略できる。）

　(5) 工事費見積書（補助対象に関する概算工事費の分かるもの）

　(6) 使用木材リスト（様式第１号別紙）（新築等の場合に限る。）

　(7) 着工前写真

　(8) 固定資産証明書（改修の場合に限る。）

　(9) 納税証明書（市税に滞納ないことが分かるもの）

　(10) 一般建築物の修景工事の場合は、景観形成地区内で景観街づくりを推進する団体からの事業推薦書（景観街づくりを推進する団体を経由すること。）
　(11) その他市長が必要と認める書類

２　前項の規定にかかわらず、前項各号に掲げるもののうち、申込者が、公簿その他必要な方法により市長が調査することに同意し、市長が確認できる書類は、その添付を要しないものとする。
３　市長は、第１項の申込書の提出があったときは、その内容について、第４条から前項まで並びに別表第１及び別表第２について規定する要件に照らして審査し、予算の範囲内で選定を行い、その結果を申込者に対し、越前市伝統的民家普及促進事業補助金対象者選定結果通知書（様式第２号）により通知するものとする。
４　市長は、前項の場合において必要があると認めるときは、有識者又は関係者の意見又は説明を聴き、助言をすることができる。
５　第３項の規定による通知を受けた者が内容を変更しようとする場合は、あらかじめ越前市伝統的民家普及促進事業補助金変更届（様式第３号）を市長に提出し、その承認を受けなければならない。
６　第３項の規定による通知を受けた者がやむを得ない理由により事業を中止しようとする場合には、速やかに越前市伝統的民家普及促進事業補助金辞退届（様式第４号）を市長に提出しなければならない

　（補助金の交付申請等）

第８条　第４条第１項第１号又は第２号に掲げる事業に係る補助金の交付を受けようとする者は、工事が完了する前に（建売住宅の購入者にあっては、購入後速やかに）越前市補助金等交付規則（平成１７年越前市規則第５０号。以下「規則」という。）第３条の規定により規則様式第１号の補助金等交付申請書に次に掲げる書類を添付し、補助金交付申請の手続をしなければならない。

　(1) 補助金算出内訳書（様式第５号）

　(2) 各階平面図

　(3) 立面図

　(4) 対象工事詳細図等（市長が必要と認める場合に限る。）

　(5) 外装仕上げ表（立面図に外装仕上げを記入した場合は、省略できる。）

　(6) 木材納入証明書（様式第６号）（新築等の場合に限る。）

　(7) 工事内訳書（補助対象基本額の内訳が分かるもの）

　(8) 工事請負契約書等の写し

　(9) その他市長が必要と認める書類

２　第４条第１項第３号に掲げる事業に係る補助金の交付を受けようとする者は、規則第３条の規定により規則様式第１号の補助金等交付申請書に次に掲げる書類を添付し、補助金交付申請の手続をしなければならない。

　(1) 事業計画書（様式第７号）

　(2) 地区の活動概要（事業計画書）（様式第８号）

　(3) 活動を実施する場所がわかる図面

　(4) 現況写真

　(5) 補助対象経費等の根拠となる見積等
３　規則第１３条第１項第１号に規定する実績報告書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。

　(1) 事業実績書（様式第９号）

　(2) 地区の活動概要（事業実績書）（様式第１０号）

　(3) 活動を実施した場所が分かる図面

　(4) 活動中及び活動後の写真

　(5) 補助対象経費の支払を証明する書類
　（その他）

第９条　規則及びこの要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。

　　　附　則

　この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。

　　　附　則

　この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。

　　　附　則

　この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。

附　則

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。
　　　附　則
　この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。
附　則
　この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。
附　則
　この要綱は、令和３年４月１日から施行する。
別表第１（第２条関係）
　　　越前市伝統的民家普及促進事業補助対象建築物基準

１　共通事項

　(1) 在来工法（伝統工法を含む）による木造２階建て（小屋裏３階建てを含む）の住宅（併用住宅を含む）とし、地域の伝統的技術や技能に配慮したものであること。

　(2) 外観は、終戦前（１９４５年以前）の地域の伝統的民家の意匠を基調としたものであること。

２　農家型

　(1) 本屋（２階の屋根）は、切妻屋根及び越前瓦葺きとしたものであること。

　(2) ２階部分の妻壁は原則として束（柱）と貫（梁）による格子組み及び漆喰塗り様の意匠とし、小屋梁から下の妻壁は漆喰塗り様又は木製板張りであること。

　(3) 本屋妻壁の前面に越前瓦葺きの下屋を設けたものであること。

　(4) 玄関周りの外部の意匠は、地域の伝統的建築物を基調としたものであること。

３　町家型

　(1) 本屋（２階の屋根）は、切妻屋根及び越前瓦葺きとしたものであること。

　(2) 主たる道路に面する１階部分には、通庇を設けたものであること。

　(3) 軒の高さ・軒の出・庇の高さは、原則として既存の町並みにそろえたものであること。

　(4) 主たる道路に面する壁面線は、原則として既存の町並みにそろえたものであること。

　(5) 主たる道路に面する外壁、軒裏は地域の伝統的建築物を基調としたものであること。

　(6) 主たる道路に面する開口部は、格子戸等町家の伝統的意匠を取り入れたものであること。
別表第２（第２条、第７条関係）
	 eq \o\ad(補助対象区域,　　　　　　　　　　　　)
	景観形成地区


助成修景基準
	住宅等
	 eq \o\ad(修景基準,　　　　　　　)
	対象範囲
	 eq \o\ad(対象部分,　　　　　　　)

	項　目
	
	
	

	屋　根
	銀ねずみ色の越前瓦葺とし、４寸から５寸勾配で、道路に面して平入りの和風屋根とする。
	公道から見える部分
	屋根瓦（下地とも）
軒裏（下地とも）、化粧垂木、破風板

	パラペット
	越前瓦葺又は、黒、茶色等の金属板葺等とする。
	公道から見える部分
	仕上げ材（下地とも）

	外　壁
	白色若しくはジュラク色の塗り壁若しくは下見板張り又はこれらと同等のものとする。
腰は、上記のもの又は石張り若しくは瓦・陶板張りとする。
なお、延焼のおそれのある部分は防火構造であること。
	公道から見える部分
	仕上げ材（下地とも）

	下屋庇
	越前瓦葺又は黒、茶色等の金属板等葺とする。
	公道から見える部分
	仕上げ材（下地とも）

	開口部
	建具、格子等で黒、濃い茶色等の自然素材に近い色のものとする。
なお、延焼のおそれのある部分は防火戸を取り付けること。
	公道から見える部分
	建具、格子、戸袋
ショーウインドー

	基礎巾木
	石積み若しくは石張り若しくはこれらと同等のもの又はモルタル塗りとする。
	公道から見える部分
	基礎石、仕上げ材

	設備機器等の目隠し
	換気扇、空調室外機等は、目隠しを施すこととし、その色は、黒、濃い茶色等の自然素材に近い色とする。
メーター類は、できるだけ集約し、目隠しを施すこと。
	公道から見える部分
	仕上げ材

	共通事項
	
	
	工賃及び塗装を含む。

	

	外部廻り
	 eq \o\ad(修景基準,　　　　　　　)
	対象範囲
	 eq \o\ad(対象部分,　　　　　)

	項　目
	
	
	

	門・塀
	門は、木造門とする。
塀は、板塀又は白色若しくはジュラク色の塗り壁とし、街並み景観にふさわしいものとする。
	公道から見える部分
	仕上げ材

	共通事項
	
	
	工賃及び塗装を含む。


　住宅等、外廻り共通事項　
１　住宅等及び外部廻りの補助対象経費には、次の諸経費等を加えることができる。
	項　目
	補助対象経費
	対象範囲
	 eq \o\ad(対象部分,　　　　　)

	諸経費等
	上記修景基準工事に係るもの
	
	直接仮設費

	
	
	全体工事費との按分で算出する
	工事諸経費、消費税


２　補助対象経費の項目については、その構造が建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）に適合したものとする。ただし、同法第２条第５号に規定する建物の主要構造部（屋根の一部を除く。）については、補助対象から除くものとする。
３　申請者が自ら施工する場合における労務費については、補助対象から除くものとする。
